
栃木県　令和 6 年度サービス産業カーボンニュートラル機運醸成事業

10月16日（水）
14:00-17:00　13:30 受付開始

栃木県庁 6階大会議室1
〒320-8501 宇都宮市塙1-1-20

参加無料 事前申し込み制 アーカイブ配信あり

第一部：カーボンニュートラル講演会　14:00-15:00
講師　独立行政法人中小企業基盤整備機構
中小企業アドバイザー　北林博人
　通信事業会社で全社の環境対策・CSR 推進を担当した後、環境・エネルギーに関す
る研究開発に従事。環境・CSR 経営推進、LCA・環境影響評価システムの開発、気候
変動リスク評価・脱炭素エネルギー技術の研究、省エネ・地球温暖化対策の政策調査の
経験による技術的な知見を活かして中小企業のカーボンニュートラル・脱炭素経営の支援
を目指す。

第二部：県内外 5社によるピッチ　15:20-16:10
　すでにカーボンニュートラルの取り組みを始めている企業からの取り組み紹介およびソリューション提供
企業からサービス紹介を行います。

脱炭素ソリューションピッチ例

・栃木県内タクシー会社による EV の導入の経緯と効果
・地域の生産情報と需要情報をマッチングする会員制の直売ECの紹介

登壇企業の詳細は裏面に記載しています
※ピッチ：事業内容や企画・提案内容を説明する
　　　　　短時間のプレゼンテーションのこと

第三部：交流会　※会場参加者限定　16:10-17:00
・県のカーボンニュートラル施策の説明
・講師、ピッチを行った企業、県内サービス事業者、支援機関担当者との名刺交換
・講演会資料の配布　　　・企業のパンフレット配布

お申し込み先等は裏面に記載

日時

会場

サービス産業向け
カーボンニュートラルセミナー 2024
 ― 講演会・セミナー・交流会 ―

　近年よく耳にするようになったカーボンニュートラル。実は、SDGs の実現にも繋がる非常に重要な取り
組みです。一般消費者の環境意識も高まっている今、カーボンニュートラルについて学んでみませんか。カー
ボンニュートラルとは何か、サービス産業従事者が取り組みを進めるにはどうすれば良いのかご紹介します。
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栃木県　令和 6 年度サービス産業カーボンニュートラル機運醸成事業

事前了承事項
• 会場内にて写真、動画撮影を行い、後日ホームページ等へ掲載させていただく場合がございます。
• アーカイブ視聴に必要な通信環境、通信費は参加者にてご用意・ご負担となります。
• 取得した個人情報は、アンケート、各種お知らせの配信等のために利用する場合がございます。

お申し込み　期限：10 月 15 日（火）
　右の QR コードを読み込み、申し込みフォームからお申し込みください。
　アーカイブ配信の視聴をご希望される場合にも、事前登録が必要です。
　お申し込みいただきましたら、後日、視聴用 URL をお送りいたします。

主催・お問い合わせ先
　〈主催〉栃木県産業労働観光部経営支援課商業活性化担当（藤沼・石﨑）
　〈お問い合わせ先・運営〉株式会社ゼロワンブースター（矢野口・細川）
　　　　　　　　　　　　  TEL: 03-6435-5360　メール : hikari.hosokawa@01booster.com

お申し込み先

第二部：登壇企業紹介

鬼怒川パークホテルズ（栃木県）　代表取締役　小野真
　1950 年より鬼怒川温泉で旅館を営む。宿泊、日帰り温泉、各種会議、各種ご宴会、カフェ、オ
リジナル水等の販売運営等を行う。宿泊で発生する CO₂の排出相当量を、再生可能エネルギーの拡
大や森林保全活動等の CO₂削減活動に投資する事により、排出される温室効果ガスを埋め合わせる
仕組み「CO₂ゼロ STAY®」を採用し、トータルで約 68,000kgのCO₂をカーボンオフセットした。

陽東タクシー株式会社（栃木県）　代表取締役　 大久保 鋭江
　昭和 55 年創業以来一般乗用車旅客自動車運送業（タクシー事業）を運営する。創業者から承継
の際に、社内のIT化に取り組み、配車システム・自動日報を導入。更に、タクシーの主となる燃料・
LPG が高騰し大きな負担となっていたため、電気自動車を導入した。加えて、自家消費型の太陽
光発電についても導入した。

株式会社ゼロボード（東京都）　営業本部第 2 エンタープライズ営業部　毒島 茂之
　GHG（温室効果ガス）排出量算定・開示・削減まで支援するソリューション「Zeroboard（ゼロボード）」
の利用数はグループ企業を含め 10,000 社を超える。国内外のサプライチェーン排出量（Scope1~3）、製品別・
サービス別の排出量（カーボンフットプリント：CFP）をクラウドで算定・可視化するほか、削減貢献量や
水資源などの登録も可能で、各種レポートの出力にも対応可能。システム利用サポートから、算定方針や削
減目標の決定といった高度な支援メニューも用意し、ユーザー企業の課題に合わせた削減ソリューションを
提供することで、脱炭素経営の支援を行う。

株式会社PROPELa（東京都）　CEO　山中祐一郎
　＜地産地消 DX＞で、地域の生産情報と需要情報をマッチングし、農産物直売所などを基点とす
る地域限定・会員制の直売EC「地産Market」を運営する。農産物の遠距離輸送や個別配送（宅配）
を見直し、地域を活性化させる突破口として、地産の農作物を地域内の企業や工場の従業員から
まとまった数の注文を受け、まとめてお届けする＜BtoBtoC モデル＞を展開中。

ICS-net株式会社（長野県）　代表取締役　小池祥悟 
　食品メーカー向けの BtoB プラットフォーム「シェアシマ」で、サプライチェーン全体の効率
化と情報共有の促進に注力する。特に商品企画から原料調達、開発、流通に至るまでのプロセス
をデジタル化し、情報を一元化することで、各企業の新商品開発などで価値創造するための支援
を行う。

株式会社 PROPELa
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